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令和２年度地域循環共生圏の構築に向けた取組の評価改善事業委託業務

目
的

地域循環共生圏の構築に向けて、特に「自立・分散型地域エネルギーシステム」や「脱炭素型地域交通モデル」に着目し、
①これらの補助事業の評価改善に向けた助言を実施、
②これらの事業が2050年を見据え段階的にネットゼロエネルギーを目指す上での課題を分析し対応策を提示、
③これらの事業を含めた目指すべき地域循環共生圏のモデルとロードマップの提示

実施項目１
脱炭素イノベーションによる地域
循環共生圏構築事業の採択事
業の評価・改善

「脱炭素イノベーションによる地域循環共
生圏構築事業」のうち以下の事業の評
価改善に向けた助言
・地域の再エネ自給率向上を図る自
立・分散型エネルギーシステム構築支
援事業

・自動車CASE活用による脱炭素型地
域交通モデル構築支援事業

【評価改善の視点】
①補助採択案件の事業リスクについて
事業計画段階、設計・施工段階、運
転管理段階の各段階で分析・評価

②当該事業を含めた地域循環共生圏
としての地域の将来像とそこに向けたプ
ロセス・評価指標を検討・提言

実施項目２
当該事業においてネットゼロエネ
ルギーを目指す上での課題分析
と解決策の提示

①R3年度の事業のあり方
・事業リスクの評価結果に基づき適切な
事業が採択されるための改善策を提言

②R4～R5年度の事業のあり方
・需要規模、事業方式、関係者合意
（合意形成）、地域の全体像との連
携性といった視点で、補助事業の更な
る改善策を提言

③R6年度以降の事業のあり方
・2050年を見据え、2030年の社会イ
ンフラのあり方や実装拡大が想定され
る取組を抽出し、国として支援すべき
事業のイメージを提示

実施項目３
経済的に自立可能な事業モデル
に関する定量分析モデルの開発
等

①定量分析モデルの構築
・自立・分散エネルギーシステムの定量
分析モデルを構築

【評価項目】
 事業収支
 CO2排出削減量
 再エネ自給率
 災害時のエネルギー供給

※次年度以降システムを段階的に拡充

②セクターカップリング
・自立・分散型エネルギーシステムとEV
シェアリング等の他の事業とを組み合わ
せた事業モデルを提示

・EVシェアリングとの組合せ効果を試算

実施項目４
地域循環共生圏の構築に向けた
取組を普及展開するための事業
モデル及びロードマップの作成

①事業モデル
・自治体、民間事業者向けに事業構築
に関する基本的な考え方やポイント・
留意事項を提示

【提示項目】
 事業構築の進め方
 事業収支を高める事業構築方法
 地域循環共生圏との連携

②ロードマップ
・今後10年間の事業の普及拡大に向
けた取組・施策と指標の案を提示

③社会への発信資料
・本委託結果の情報発信資料を作成



１. 脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏構築事業の採択事業の評価・改善
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①事業目的に即した評価・助言

発生確率

インパクト

大

高

中

中

小

低

②地域循環共生圏の構築に向けた評価・改善

項目 レベル 判定の目安

インパクト

小 個々の事業資産のうち一部の入替えが発生（中程度以下の影響）

中 個々の事業資産のうち大部分の入替えが発生（重大な影響）

大 事業停止（甚大な影響）

発生頻度

低 事業期間内に1回程度発生

中 数年（おおむね5年以内）に1回程度発生

高 1年に1回発生

ヒアリングに基づきインパクト、発生確率の視点でリスクを3段階で評価し、対応策について
助言を行った。

地域の特性に合わせて3パターンの地域循環共生圏の全体像、事業展開の方向性、指
標案を作成した。

【許認可・法制度リスク】
風力発電を主体とした自立分散型エ
ネルギーシステムでは逆潮流なしに
特定供給が困難となる可能性がある。
⇒再エネの発電特性に応じたシステ
ムを十分検討し、必要に応じて再エ
ネ種等の見直す

【需要予測の不確実性リスク】
需要量を年間の総量のみで判断する
と、想定以上に逆潮流が発生するこ
とにより系統連系協議が難航する可
能性がある。
⇒事業者と協議の上、年間の30分値
データを早期の段階で入手

【法制度リスク】
FIT制度の改変等に伴い事
業スキームそのものに大き
な変更を求められる可能性
がある。また、そうした事
業スキームの変更について、
関係省庁等との調整が不調
となる可能性がある。
⇒事業計画に係る法制度の
改正動向を注視し、法制度
変更等に柔軟に対応できる
計画を策定

【完工リスク】
面的な拠点整備等と合わせて分散
型エネルギーシステムを計画する
場合、拠点整備事業の予算確保状
況等によって既存の設計内容との
調整が困難になる可能性がある。
⇒面的整備事業等の計画段階から
連携して設計

【需要予測の不確実性リスク】
需要予測を早い段階で精度よく
行うことが、事業の採算性確保
のために必要である。
⇒稼働率について段階的に増加
させる計画とする。

【追加コスト発生リスク】
EVの更新時期、蓄電池価格低減
を多く見過ぎると事業計画に支
障をきたす可能性がある。
⇒費用の発生時期と金額をシ
ミュレーション

【体制リスク】
保守管理や継続的な改善
提案を適切に行うための
人材不足やマニュアルが
整備されていない場合、
メンテナンス不良やオペ
レーションミス等につな
がる可能性がある。
⇒保守管理内容やメンテ
ナンス体制、トラブル対
応についてマニュアルと
して整理

【性能リスク】
EVシェアリングを実施す
る場合、設備側のエネル
ギー需要変動に放電量が
左右される可能性がある。
⇒連携する施設の需要特
性を十分に踏まえる

分散エネ事業

脱炭素交通
CASE事業

【アウトプット指標の例】
自営線間連携による電力需給調整実績（kW, kWh）、交通事業者のEV導入台数（台）、電力需給調整の範囲
（m2）、ΔkW価値の取引額（円）、医療MaaS事業に参加している病院数（病院）、医療MaaS事業の利用者
（人）、EV・EVバスの導入台数（台）、災害時に利用できるEV台数（台）、地域新電力会社による取扱電力量
（kWh）、地域新電力会社による地域貢献量（円）、（件数）



２. 当該事業においてネットゼロエネルギーを目指す上での課題分析と解決策の提示
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補助事業を継続的に改善するための提案

2050年ネットゼロカーボンに向けた事業の方向性適切な事業が採択されるための改善策

分散エネ事業
• 自営線を敷設した自立・分散型エネルギーシステムを検討する

意義のある需要規模かどうか、事業者が補助事業申請前に事
業規模の適切性をチェックできるようにする。

• 特定送配電事業、特定供給の際の留意点を補助事業申請書
記載例等に追記し、事業者が補助事業申請前にリスクとして把
握できるようにする。

• 補助事業申請に際しては、事業主体のほか、関係事業者及び
行政が参画する協議会の設置を要件（又は加点項目）とする。

脱炭素交通CASE事業
• 事業初期における稼働率の見込みについて、安全側で設定す

るよう申請書の記載例に例示する。
• 補助事業申請に際しては、事業主体のほか、関係事業者及び

行政が参画する協議会の設置を要件とする。
• EVカーシェアだけでなく、地域内の交通事業者と連携して事業を

実施している場合には加点する等の要件を設ける。

• セクターカップリングを重視した取組について評価を高くするほか、
優先採用枠を設けるなどの方法も考えられる。

• 採択に当たって全ての事業者へ「適切なKPIの設定及びPDCA
の実施について」指示している。新たな記入項目として採択団体
に記入を求める方法とする。

• 事業者の進捗状況に応じて、専門家等から必要な助言が得ら
れることは、事業の効果的、効率的な推進に資するものと考えら
れる。

① 令和3年度事業の在り方（2021年）

② 令和4～5年度 事業の在り方（2022～2023年）

③ 令和6年度以降の事業の在り方（2024→2030年）

事業名 主要パターン 分類

防災力強化とコミュニティ維持を目的とした既存サービスステー
ションを中心とした自立・分散エネルギーシステムの構築支援

中山間集落型
自立・分散型エ
ネルギーシステム

EST拠点を活用した脱炭素交通システムの構築支援
中山間集落型
地方都市型

脱炭素交通
CASE

工場・工業団地などの余熱を住宅や商業施設に熱供給する
システム（熱供給システム）構築支援

地方都市型
大都市型

自立・分散型エ
ネルギーシステム

廃棄物処理施設や下水処理場などのエネルギー供給施設を
中心とした拠点・居住エリア整備支援

地方都市型
大都市型

自立・分散型エ
ネルギーシステム

 不可逆的な変化とエネルギー需給構造
への影響の整理

 2050年にネットゼロエネルギーを達成す
るための不可逆的な変化と、エネルギー
需給構造への影響を整理した。

 社会インフラの在り方を踏まえた主要パ
ターンごとの取組とシナリオ

 主要パターン別（中山間集落型、地方
都市型、大都市型）に、ネットゼロエネ
ルギーのために付加する要素を防災性や
経済性の観点から整理し、それらとグリー
ン戦略など公表資料で示された中長期
的な重点分野から、関連性が高いと考
えられる短期的な取組を検討した。

 また、主要パターン別の短期的な取組に
ついて、マルチユースの視点や2030年に
おける既存の社会インフラの活用の視点
から、分散エネ事業と脱炭素交通
CASE事業のシナリオ概要を整理した。

 事業の検討イメージ
 主要パターン別（中山間集落型、地方

都市型、大都市型）に、分散エネ事業
と脱炭素交通CASE事業の視点で現状
や技術・制度動向を踏まえた新たな課
題と解決策と、当該地域における導入
方法を整理した。

国の支援内容(事業）として検討した事業名

検討した事業概要の例



３. 経済的に自立可能な事業モデルに関する定量分析モデルの開発等

4

令和２年度地域循環共生圏の構築に向けた取組の評価改善事業委託業務

自立・分散エネルギーシステムを対象とした定量分析モデルの目的と使い道を整理した上で、定量分析モデルの基礎構成部分を構築し、収支改善策の比較評価を行った。
今後の課題としては、システム構成要素の追加、外部システムの拡大、定量分析モデル自体のインターフェイスの改善が考えられる。
※次年度以降、扱える再エネ種類など順次拡張予定

■インプット項目
・太陽光発電の設置場所（エリア、地点）・規模（パネル・PCS・変圧器容量等）・設置方法
・蓄電池の容量・変圧器容量・蓄電池の種類
・コージェネレーションシステムの容量・運転方式・貯湯槽容量・貯湯槽温度・設置施設・熱供給（融通）先
・送電線のこう長・電圧（高圧・低圧）・設置方法（架空・地中）・変圧器容量
・熱導管のこう長・配管種類
・需要施設（事務所・病院・ホテル・店舗・スポーツ施設・住宅）の規模（延床面積）
・エネルギーマネジメントシステム（EMS）の機能・設置箇所・リモートステーション台数・通信線こう長）

■アウトプット項目
・電力利用の評価（需要・供給の構成内容）・電力需給曲線・再エネ自給率（％）
・事業収支（投資回収年、P-IRR） ・災害時のエネルギー供給（”kW”・”kWh”エネルギー自立度）
・CO2排出削減量（太陽光発電・コージェネレーションシステム）（t-CO2/年）

■モデルの使い道
・システム構成要素の技術開発の方向性確認・検討
・実現可能性の高い需要構成、システム構成パターンの普及啓発
・セクターカップリングの方向性の検討、地域循環共生圏のモデル構築への活用
・補助案件の評価への活用
・地域での事業可能性シミュレーション
※次年度以降の機能拡充に応じて用途もさらに検討

■比較評価の例
・電源構成の変更に伴う収支・CO2排出量等の変化
・需要施設の構成変更に伴う収支・CO2排出量等の変化
・太陽光、蓄電池等の価格低減が収支に与える効果
・セクターカップリングによる収支・CO2排出量の変化

【分散エネルギーシステム設定例（ベー
スケース） 】
需要施設・延床面積合計： 6,000m2

太陽光発電：440kW
蓄電池：250kWh
補助率：2/3
その他設備：自営線・EMS

【EVカーシェアリング設定例】
EV：14台
EV蓄電池容量：40kWh/台
余剰電力による充電：10～17時

セクターカップリング

※1 再エネ自給率は自立・分散型エネルギーシステム側からみた場合のものとし、太陽光発電量÷消費電力量で算定



４. 地域循環共生圏の構築に向けた取組を普及展開するための事業モデル及びロードマップの作成
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•普及啓発、審査側における評価基準の明確化のシナリオ、地域循環共生圏の取組の深度化、横
展開の程度を示す指標を踏まえ、環境省として全体的に実施すべき取組・施策を、2つの段階（第
一段階：３年間、第二段階：６年間）に分けてロードマップとして整理した。

•環境省として個別に実施すべき取組・施策を具体的に検討するため、２．の「R６以降の事業の在
り方」において抽出した取組を対象に、案件形成支援のシナリオ、社会動向の変化を整理した。

本事業の活用を検討する自治体や事業者に活用されることを想定し、本事業の意義、進め方のポイ
ント、事例をコンパクトに示した資料を作成した。

第一段：
2021~2023年（３年間）

第二段階
2024~202９年（６年間）

環
境
省
の
全
体
的
に
実
施
す
べ
き
取
組
・
施
策

脱炭素イノベ事業の評価・改善

脱炭素イノベーション事業
~事業モデルを社会に広げる段階~

社会への発信資料の公表
HP掲載、公募説明会等での発表、リーフレット等配布

2021 2022 2023

社会への発信資料の更新

脱炭素イノベーション事業
~社会動向の変化等を踏まえ、

新たな事業モデルを社会に広げる段階～

脱炭素イノベ事業の事業モデルに関するヘルプデスク

補助率

自給率
イメージ

採択件数

K
P
I

第二段階の事業モデルの具体化

例：10件 例：20件 例：30件

脱炭素イノベ事業の新たな事業モデルに関するヘルプデスク

第一段階の事業モデルは一部自立して導入

原価の低減と収入減の確保の見通しがつき
それによる事業収支改善

2030：太陽光発電（10万円/kW) ※1
蓄電池（6万円/kWh） ※2

地域課題解決や
セクターカップリング
なと地域循環共生
圏の深度化につな
がる取組を積極的
に採択する

新たな事業モデルの採択件数

対象設備ごとの補助率の設定
・通常の省エネ設備など、既存技
術の設備に対しては、補助率を
1/2～１/3にする。

・イノベーション創出に寄与する設
備に対しては、補助率を２/3など、
高い補助率に設定する。

例：2/3 例：１/２ 例：１/３

？

事業モデルを構成する設備の価格低減
2019：太陽光発電（20万円/kW) 
2021： 蓄電池（21万円/kWh）※２

事業構築の進め方

88

①事業主体のあり方・事業体制の構築

誰が主体となって事業を組み立てるか、また、事業体
制をどのように構築するかのモデル的な例や考え方

一般送電線
（電力系統）

系統連系設備

再エネ発電

太陽光発電

ガスコジェネ

住宅

公共施設

一般送配電エリア

事業エリア

EV充電器

EMS

自営線

接続制約

②事業目的の確認

本事業モデルに係る一般的な事業目的のモデル的
な例、また、事業目的の確認の重要性について

③対象とする区域の選定、活用可能な資源
と需要の確認

対象とする区域選定の考え方や、対象区域におい
て導入可な再生可能エネルギー等の供給源と需要
候補について確認する際の考え方、以上についての
モデル的な例など

⑤事業のモニタリングと評価につ
いて

事業の構想・計画の段階で整理して
おくべきモニタリングや評価の方法やモデ
ル的な例

④事業規模や構成の検討

ここでは基本的な考え方を示し、詳細
は次の「事業収支を高める事業の組み
立て方」で示すこととする

４．地域循環共生圏の構築に向けた取組を普及展開するための事業モデル及びロードマップの作成
自立・分散型エネルギーシステムの導入事例 ┃千葉県睦沢町
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 千葉県睦沢町が出資した地域新電力「CHIBAむつざわエナジー」が、道の駅・温浴施設・町営賃貸住宅（33戸）が地中化された自営線で連結した「むつざわスマートウェルネスタウン」を構築。
地元産天然ガスを活用したガスコジェネ（160kW）、太陽光（20kW） 、太陽熱を活用した電力・熱の地産地消事業を実施。

 2019年９月９日の台風15号により、当該エリアも一時的に停電したが、直ちに電力系統との切離しを行い、５時間後にガスコジェネ起動によりエリア内の電力が復旧。

 さらに、エリア内の温泉施設にて、停電で電気・ガスが利用できないエリア外の周辺住民（9/10-11の2日間で約1000人※睦沢町は人口7000）への温水シャワー・トイレ・携帯電話充電の無料提
供。「レジリエントな防災拠点」としての機能を発揮。

「地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金（分散型エネルギーシステム構築支援事業）」及び
「二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（民間事業者による分散型エネルギーシステム構築支援事業）」を受けて実施

周辺店舗や住戸が停電する中、
明るく輝く道の駅（上）と住宅（下）

出典：」脱炭素化・SDGｓの実現に向けた日本のビジョン 脱炭素化・SDGｓの実現に向けた日本のビジョン 炭素化・SDGｓの実現に向けた日本のビジョン 地域循環共生圏事例集２ 」
http://chiikijunkan.env.go.jp/pdf/jirei/jirei2_all.pdf

事業費 2.5億円（うち補助金所要額 1.4億円） ※エネルギーシステム部分

むつざわスマートウェルネスタウン
（手前が道の駅むつざわつどいの郷、奥が住宅エリア）マイクログリッドシステムの概要（赤枠はCHIBAむつざわエナジーの設備）

４．地域循環共生圏の構築に向けた取組を普及展開するための事業モデル及びロードマップの作成

①事業モデル
下記三つの視点から、本業務で検討した成果を取り入れた事業モデルを構築した。

事業構築の進め方1
•自立・分散型エネルギーシステム及び脱炭素型地域交通モデルの事業主体・実
施体制のあり方、ビジネスモデル、関係主体連携のあり方などについてモデル的に
例示するとともに、その構築の考え方を提示した。

• 「事業構築の進め方」として、①事業主体のあり方・事業体制の構築について、
②事業目的の確認、③対象とする区域の選定、活用可能な資源と需要の確
認、 ④ 事業規模や構成の検討、 ⑤事業のモニタリングと評価について整理した。

•補助事業の実例からの示唆を反映した事業構築の進め方を提示した。具体的
には、採択事業の概要やヒアリング結果から情報を整理、不足する情報はその他
の事例や情報源も参照して整理した。

事業収支の改善方策2
•自立・分散型エネルギーシステムの事業収支を高める事業の組み立て方につい
て、構築の考え方を提示するとともに、参考としてモデル的な例示をした。

•システム構成・需要構成・システム価格の改善の検討例をコラムとして提示した。

•セクターカップリングの事業モデルについて提示するとともに、EVシェアリングとのセク
ターカップリングの検討例をコラムとして提示した。

•自立・分散型エネルギーシステムの定量分析モデルの検討結果、セクターカップリ
ングの事業モデルの検討結果に基づくとともに、不足する情報はその他の事例や
情報源も参照して整理した。

地域循環共生圏3
•地域循環共生圏における事業の位置づけ例、地域課題解決に向けた事業展
開の方向性、事業により目指す地域循環共生圏の形、地域循環共生圏の実
現に資する評価指標について基本的な考え方を提示するとともに、参考としてモ
デル的な例示をした。

②ロードマップ

③社会への発信資料


